
貸  　借  　対  　照  　表

第６０期 ＥＮＥＯＳジュンテック株式会社

金        額 金        額

円 円

 2,209,446,216  1,823,047,676

流   動   資   産 (  1,950,080,699 ) 流   動   負   債 (  1,280,060,345 )

受 取 手 形  15,072,216 買 掛 金  950,023,614

電 子 記 録 債 権  19,500,240 一年以内リース債務  12,221,288

売 掛 金  1,203,785,354 未 払 金  137,166,080

商 品  2,405,323 未 払 法 人 税 等  19,148,700

前 払 費 用  27,359,468 未 払 消 費 税 等  19,180,700

預 託 金  675,812,648 未 払 費 用  14,272,600

未 収 入 金  6,145,450 前 受 金  3,271,617

預 り 金  3,532,564

賞 与 引 当 金  102,383,182

固   定   資   産 (  259,365,517 ) 役 員 賞 与 引 当 金  18,860,000

有 形 固 定 資 産 [  69,236,287 ]

建 物 附 属 設 備  14,293,497 固   定   負   債 (  542,987,331 )

構 築 物  12,911,250 リ ー ス 債 務  15,287,785

車 両 運 搬 具  3 預 り 保 証 金  197,039,724

工 具 器 具 備 品  17,656,018 退 職 給 付 引 当 金  315,879,822

リ ー ス 資 産  24,375,519 役員退職慰労引当金  14,780,000

  純  資  産  の  部  386,398,540

投資その他の資産 [  190,129,230 ] 株  主  資  本 (  386,398,540 )

関 係 会 社 株 式  111 資    本    金 [  32,000,000 ]

差 入 保 証 金  35,283,786 利 益 剰 余 金 [  354,398,540 ]

繰 延 税 金 資 産  154,821,823 利 益 準 備 金  8,000,000

そ の 他 の 投 資  23,510 その他利益剰余金  346,398,540

繰 越 利 益 剰 余 金  346,398,540

 2,209,446,216  2,209,446,216資    産    合    計 負債および純資産合計

（2024年3月31日現在）

科        目 科        目

  資   産   の   部   負   債   の   部 



損　益　計　算　書

自　2023年　4月　1日

至　2024年　3月31日

第６０期 ＥＮＥＯＳジュンテック株式会社

円 円

6,456,205,809

5,860,743,596

595,462,213

429,580,165

165,882,048

300,447

1,000

14,059,060 14,360,507

605,238

1,200 606,438

179,636,117

179,636,117

81,719,154

△12,525,955

110,442,918当 期 純 利 益

支 払 利 息

雑 損 失

経 常 利 益

税 引 前 当 期 純 利 益

法人税、住民税および事業税

法 人 税 等 調 整 額

営 業 外 収 益

受 取 利 息

受 取 配 当 金

雑 収 入

営 業 外 費 用

売 上 高

売 上 原 価

売 上 総 利 益

販 売 費 お よ び 一 般 管 理 費

営 業 利 益



個別注記表

（１）資産の評価基準および評価方法

　たな卸資産の評価基準および評価方法 移動平均による原価法を採用しております。

（２）固定資産の減価償却の方法

　①有形固定資産

（リース資産を除く） 　なお、耐用年数および残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基準に

よっております。

（３）引当金の計上基準

　①貸倒引当金　 　売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計

上しております。

　②賞与引当金 　従業員に対する賞与の支払に備えるため、支給見込額のうち当事業年度に負担すべき

額を計上しております。

　③役員賞与引当金 　役員に対する賞与の支払に備えるため、支給見込額を計上しております。

　④退職給付引当金 　従業員の退職給付に備えるため、退職金規定に基く当期末自己都合要支給額を計上し

ております。

　⑤役員退職慰労引当金 　役員の退職金支出に充てるため、内規に基く期末要支給見込額を計上しております。

（４）その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

　①消費税等の会計処理

　　　税抜方式によっております。

　②連結納税制度の適用

　　　グループ通算制度を適用しております。

（１）当事業年度の末日における発行済株式の数 株

（２）剰余金の配当に関する事項

　①２０２３年６月２８日の定時株主総会において、次のとおり決議されております。

　　ア．配当金の総額 円

　　イ．１株当たり配当額 銭

　　ウ．配当の原資

　　エ．基準日

　　オ．効力発生日

　②２０２４年６月２５日開催予定の定時株主総会において、次の議案が付議されております。

　　ア．配当金の総額 円

　　イ．１株当たり配当額 銭

　　ウ．配当の原資

　　エ．基準日

　　オ．効力発生日

利益剰余金

2024年3月31日

2024年6月26日

485円53

利益剰余金

2023年3月31日

2023年6月29日

55,221,460

862円84

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

　定額法を採用しております。

２．株主資本等変動計算書に関する注記

普通株式 64,000

31,073,934


